





















































































































































































































































































年度 地区 アスリート ボランティア
1995 8 290 1112
1996 10 564 1635
1997 11 853 1784
1998 15 1012 2030
1999 16 1464 2348
2000 17 1621 2702
2001 19 1937 2980
2002 21 3154 16195
2003 23 4016 8609
2004 26 4841 13297
2005 28 4231 14613
2006 32 6187 18975
2007 34 6540 12034
2008 36 7434 14281
2009 38（47） 7816 16736
2010 38 7662 17102
2011 38 7339 9595
2012 38 7334 11327
2013 40 7485 13637
2014 44 7790 14740
2015 47 （人）　
出典：（公財）スペシャルオリンピックス日本アスリートセンサス
地区組織は基本的にボランティアが主体となって運
営しているところが多いが、特定非営利活動法人（NPO
法人）格を有している地区もあれば任意団体のまま活
動を行っている地区もある。SONでは、「地区組織設立
ガイドライン」を作成しているが、そのガイドライン
に則り、地区組織は以下の段階を経て運営基盤を整備
しながら組織化される。
また、SONはゼネラルルールをベースに、「地区組織
運営基準」を策定している他、「地区会計基準」も策定
しているが、会計や運営、広報、資金調達等のセミナー
も開催しており、ボランティア運営の弱点ともいえる
管理面での能力強化を支援し、ボランティアによる組
織運営の土台作りとサポートを行っている。
SONと地区組織は独立採算ではあるが、SONでは地区
競技会開催支援や、地区基盤整備等の補助金制度を設け
るなど、地区組織の事業推進やマネジメント支援を資金
面においてもサポートしている。2015年現在、47都道府
県のうち、特定非営利活動法人（24地区）、公益社団法
人（1地区）、任意団体（22地区）となっており、半数以
上は法人格を有している。
【ステップ１：　発起人～設立準備委員会設置まで】
SO活動認知訴求のための講演会等の実施と発起人集め
【ステップ２：　設立準備委員会設置　申請】
・　発起人（１０名以上）名簿、活動計画、予算案等
必要な書類を整備し申請する
・　事務局の場所、通信手段等の整備
【ステップ３：　設立準備委員会　設置承認】
・　設立準備委員会としての活動開始
・　コーチクリニックを実施しコーチを育成し、ス
ポーツトレーニングプログラムを実施
・　競技会（記録会・発表会）の実施
※およそ１年間～１年半かけて設立準備委員会とし
て活動することで、SONと地区組織の年間の流れ
を経験しながら、組織運営の基盤を整備する。
【ステップ4：　地区組織設立申請】
①地区組織設立の必要条件
・　スポーツプログラムを2会場（市町村校区）、2競
技以上で2期以上実施している
・　競技会（記録会・発表会）を実施している
・　ニュースレターを発行している（コピーでも可）
・　賛助会員50名以上・賛助企業会員5社以上
・　アスリート25名以上/ボランティア50名以上
・　事務所の確保
②SONへの提出書類
・　会則
・　役員名簿（会長、事務局長、会計責任者、スポー
ツプログラム委員長等含む）
・　アスリートの名簿
・　コーチ・ボランティアの名簿
・　賛助会員の名簿
・　設立準備委員会活動報告と収支報告
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・　地区組織設立後の活動計画と予算案
・　ニュースレター
出典：「SON地区組織設立ガイドライン」に筆者加筆
以上の書類や設立準備委員会期間中の活動実績に基
づき、SON理事会で審議され承認を受け、地区組織と
して認証されることになる。
2015年5月、日本財団の支援により、2020年東京パラ
リンピック大会の成功とパラスポーツの振興を目的に、
日本財団パラリンピックサポートセンター（以降、パ
ラサポ）が設立された。パラサポの事業の一つとして、
パラリンピック競技団体の基盤整備事業が位置づけら
れており、バックオフィス支援、業務コンサル支援等
が掲げられている。パラリンピック選手の強化、育成
のためには、選手を支える各競技団体の組織力強化が
急務であり、日本財団の支援により着手されることと
なった。
日本障がい者スポーツ協会が主催する「障がい者ス
ポーツ競技団体協議会」には50の競技別競技団体が公
式登録されているが、法人格の内訳は、特定非営利活
動法人（15）、一般社団法人（14）、任意団体（21）となっ
ている。これまで任意団体だった団体が一般社団法人
格を取得するなど、2020年東京パラリンピックに向け
て官民一体となった支援の取り組みがようやく始まろ
うとしている。
非営利活動を行っている組織は、各団体の社会的な
使命を果たすため公益的な事業を行っているわけだが、
マンパワーや資金を事業中心に回してしまい、管理的
な業務にまで手が回らないことが多い。その結果、運
営に支障をきたし、本来の社会的使命を果たせず活動
を休止する場合や、限られた仲間だけが参加する愛好
会的組織となってしまうケースがある。各団体の社会
的な使命を果たし、事業を実施する体力をつけるため
には、持続可能な組織基盤を作ることが重要である。
SONは、全国に活動を広げるというリーダーの熱い
思いと行動に支えられ、地区組織というSO活動の拠
点を20年かけて草の根で少しずつ増やしてきた。また、
地区組織の基盤強化事業を2005年頃より着手してきて
おり、市民ボランティアやアスリートの家族たちが自
主的に運営することができるよう、運営ガイドライン、
規程、書式等を整備、指導・サポートすることで地区
組織を発足させ、活動を支えることにより、民間の力
で全国的なネットワークを構築することができた。地
域で継続的に障がい者のスポーツ活動支援を行ってい
る組織は多々あるが、営利目的ではなくボランタリー
な関わりで、障がい者の日常的なスポーツ活動を継続
的に支えている全国的なネットワークの組織事例は他
に見当たらない。
（2）地区組織の課題
前項では、全国ネットワークの拠点である地区組織
の成り立ちや運営をSONのサポート体制も含めて考察
し、知的障がい者のスポーツ活動を支える地域拠点と
全国ネットワークについて概観した。しかし、20年を
経て全国にSO活動の地域拠点は設置できたが、非営利
組織の運営はボランティアに時間的にも労力的にも多
くの負担をかけており、そういった背景から人材が膠
着化し、活動が停滞している地区組織もでてきている。
最新のSON地区組織一覧を見ると、47都道府県のう
ち、設立20年以上の組織は10地区、15年以上は7地区、
10年以上は11地区、10年未満は19地区となっている。
具体的な例として、現在、私が勤務しているスペシャ
ルオリンピックス日本・福岡（以降、SON・福岡）の
運営状況を概観すると共に、課題克服に向けての取り
組みを紹介する。
＜スペシャルオリンピックス日本・福岡　組織概要＞
・　1996年5月　８番目の地区組織として設立
・　2013年5月　　特定非営利活動法人認証取得
・　活動地域　：　福岡市（事務局）を中心に、北九
州市、春日市、久留米市、古賀市で展開　
・　実施スポーツプログラム数：16競技
水泳競技、陸上競技、バドミントン、バスケット
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ボール、ボウリング、サッカー、馬術、ゴルフ、　卓球、
テニス（夏季10種）
アルペンスキー、スノーボード、スノーシューイ
ング、フロアホッケー、フィギュアスケート、ショー
トトラックスピードスケート（冬季7種）
・　アスリート数　：　219人（地区12番目）
・　ボランティア数　：　325人（12歳以上）　うち、
青少年ボランティア（12歳-25歳）55人
・　認定コーチ数　　：　261人
・　年間予算は約2千万円、スタッフ雇用
※2014年度未時点
SON・福岡は、地区組織の上位10位内に入る予算規模
であり、活動自体は安定的に行ってきている。2014年に
は全国大会であるナショナルゲームを開催し資金的にも
成功しているが、県内活動エリアは５ヵ所と限定的であ
り、また県内の知的障がい者数が約3万人（平成23年度
調べ）であることを見ても、県内知的障がい者スポーツ
活動を支える受け皿としてはまだまだ小規模であること
がわかる。現在、認定NPO法人の認定取得をめざしてい
るが、この取得作業を通じて、ガバナンスやコンプライ
アンスの面で課題が顕在化してきている。
＜人的課題＞
・　主要メンバーの固定化と理事の高齢化。世代交代
ができていない。
・　慢性的なボランティア及びボランティアリーダー
不足。プログラムが拡大できない。
・　事務局スタッフの確保。
・　労務管理が適切に行われていない
＜ガバナンス＞
・　会員管理、会議運営等について、定款に則った運
営ができていない面がある
＜コンプライアンス＞
・　自治体報告、登記等の対応が遅滞している
私は今年9月からSON・福岡事務局に勤務し始めたば
かりなのだが、通常のプログラムの他、事務局を中心
として実施している行事が9月～ 12月まで毎月最低１回
はあり、常に行事に追われている状態の一方で、管理
業務は著しく滞っている状態であった。組織は事業過
多になり活動を支える基盤が整備されておらず、また、
適切なマネージャー的人材も存在しなかったため、事
務局が適切に機能していない状況である。今年活動20
年目を迎えたが、ピーク時（2004年）のアスリート数
約270名から伸び悩み、ここ数年アスリート数は200人
程度を維持している状態であること、また、ボランティ
アマネジメントにおいては、慢性的なボランティア不
足やリーダー不足により、活動の成長が止まっている
状況である。
しかし、昨年、全国大会を開催したことにより、新
たな人材や組織との連携を図ることができ、また、現在、
福岡県のNPO支援制度の一環である認定NPO取得個別支
援を受けながら、運営面での改善を図りながら組織内改
革に向けて舵を切り始めたところである。
また、SONで昨今取り組み始めたユニファイド事
業等、新たな人材を巻き込むプログラムの存在が、活
動活性化の契機になるのではと考え、今年から日本で
も本格的に取り組まれることになったEKSデーを通じ、
早速取り組むことにした。
４．ユニファイドプログラムによる
新たな可能性
（1）「EKSデー」ユニファイド・アクトの
実施
スペシャルオリンピックス創設者ユニス・ケネディ・
シュライバーの功績を記念して、SO国際本部では2010
年から9月第４土曜日を“EKSデー”（イー・ケー・エ
ス・デー）と定め、世界各地でこの日に合わせて「Play
UnifiedtoLiveUnified（共にスポーツし、共に生きる）」
をテーマに、障がいのある人とない人が共同で行う活
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動を展開している。日本では、今年から全国的に取り
組むこととなった。
また、SOでは、知的障がいのある人たちにスポーツ
を提供することで社会的インクルージョンの促進を目
指している。ユニファイドとは、「いくつかのグループ
が集まって一つのグループになる」ことを意味してお
り、障害の有無、年齢、性別などに関わらずスポーツ
が好きな人たちが集まり、思いっきり楽しむことが「ユ
ニファイド・アクト」であり、イベントに参加するこ
とが障害を理解する第一歩、つまり行動（アクト）と
なる。（SON、2015）
SON・福岡では、アスリートやファミリーも参加し
やすく、過去にも協力していただいたことのあるダン
スグループの協力も得やすいことから、ダンスワーク
ショップを通じて、ユニファイド・アクトを実施する
ことにした。
＜実施概要＞
名称：　EKSデー　ユニファイド・アクト　ライブ＆
ダンス・ダンスみんなで踊ろう　ダンスワーク
ショップ
開催日時：2015年9月26日（土）14時～ 16時
会場：福岡市男女共同参加推進センター
アミカス4階ホール（福岡市南区高宮）
※会場使用料は障がい者利用で全額免除
参加者：SON・福岡会員と4団体より132人参加
SON・福岡　知的障がい者　16人
ファミリー（知的障がい者の家族）25人
ボランティアコーチ5人、事務局6人
コモンビート　：13人　※2014福岡大会協力
手話ダンスYOU＆I北野　：13人
ダンス2001　：知的障がい者8人（うち6人はSO参加）、
講師１人
精華女子高校ダンス部：45人
【プログラム構成】
イントロダクション　アイスブレイク（コモンビート）
ワークショップ1JPopダンス（ダンス2001）
ワークショップ2手話ダンス（手話ダンスYOU&I北
野）
精華女子高校ダンス部デモンストレーションⅠ
ワークショップ3　ミュージカル体験（コモンビート）
精華女子高校ダンスデモンストレーションⅡ
フィナーレ（全員で手話ダンス/手のひらを太陽に）
ダンスワークショップは約2時間で、アスリートたちが
飽きないよう、JPop、手話ダンス、ミュージカル体験な
ど様々なダンスでプログラムを構成した。最初は、SO関
係者同士で固まることが多かったが、グループに分かれ
たり、全体で輪になったりすることで、アスリートと高
校生たちが自然な流れで手をつないだり、一緒に踊る光
景が見られた。写真2の様子を見てもわかるように、最後
はみんなが手をつなぎ、輪になって踊り一つになってい
た。参加者の感想として、アスリートだけでなく、ファ
写真2：参加者全員で輪になってダンス
写真1：ダンス2001
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ミリーや出演者からも、「楽しかった」という感想が圧倒
的に多く、「また参加したい」、「自然に交流できた」など
の声が寄せられた。
また、普段はアスリートに同行するだけで見学が多い
ファミリーも、全員が参加していたのも特徴的であった。
今回のEKSデーでのユニファイド・アクト実施を通
じて、以下のメリットを感じた。
①地域団体（学校やNPO等）を巻き込みやすい
今回はダンスであったが、地域で様々な活動を行っ
ている団体やグループの特性を生かしたコラボレー
ション・プログラムを実施することができる。
②世代、障がいの有無に関係なく自然に交流できる　
これはプログラムの種類にもよるかもしれないが、一
般的なスポーツ・レクリエーションであれば、当日の
進行次第ではあるが、参加者が自然に触れ合うことが
できる。今回参加した精華女子高校の生徒たちも、自
分たちの得意のダンスを通じてアスリートたちに直
に接することで、障がいに対する偏見を少なくし、共
感へとつながる効果が得られるのではないだろうか。
（2）新たなプログラムの今後の可能性
SOでは、ユニファイド・アクトの他、人々を巻き込む
多様なプログラムが存在する。特に昨今、若い世代が主体
性を持ってインクルーシヴ社会の実現に向けて、「Project
UNIFY®」という新たな取り組みが行われるようになって
いる。「ProjectUNIFY®」は、「学校連携プログラム」、「ユ
ニファイドスポーツ®プログラム」、「ユースアクティベー
ション」の3つのプログラムで構成されている。
【学校連携プログラム】
教育機関の中で、総合学習や奉仕活動等の授業の一
環としてSO活動を紹介すると共に、知的障害者への理
解を深めるプログラム。
【ユニファイドスポーツ®】
知的障害がある人（アスリート）とない人（パート
ナー）が共にチームメイトとしてスポーツに取り組む、
SO独自のスポーツ形式。アスリートとパートナーは日
頃から一緒に練習し、競技中は「チームメイト」、日常
では「仲間」「友だち」としてお互いに相手の個性を理
解し、信頼しあい、助けあう関係をめざす。
【ユースアクティベーション】
「障害の有無に関わらず一人ひとりがその人らしく生
活をしていくために、社会には何が必要か」を学生と
知的障害がある人が共に考え、障害者理解を深める活
動を企画・運営するプログラム。
（スペシャルオリンピックス日本、2014）
SO創設から半世紀近くが経った今、時代は、社会的
排除からインクルーシヴな価値観へと変換しようとし
ているが、一般市民が共生意識やインクルージョンを
意識する機会が少ない中、上記のようなインクルーシ
ヴなプログラムの必要性は高い。
東洋大学社会学部のゼミ活動の一環で取り組まれた
ユースアクティベーションを経験した学生たちは、ク
ラウドファウンディングで寄付を募り、スペシャルオ
リンピックスを広めるためのパンフレットを作成した。
ユースアクティベーションを通し、学生たちは当事
者となり、クラウドファウンディングを通じて寄付を
募るなど、リーダーシップを発揮して社会的課題を解
決するために取り組んだわけだが、学生たちのこの取
り組みこそ、「新しい公共」を具現化した行動である。
教育現場の小さな活動かもしれないが、SOのプログ
ラムでの学びや経験を通して、学生たちは当事者意識
を持ち、自立と共生の意識を醸成させた。この行動は、
出典：スペシャルオリンピックス日本ゼネラルオリエンテー
ション資料より抜粋
表2：Project UNIFY® 概念図
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今はまだ小さな点でしかないが、今後地区組織という
ネットワークを通じて広がることを期待したい。
5.今後の可能性と課題
1968年の創設以降、スペシャルオリンピックスは、
スポーツ活動と競技会という発表の場を通じて、知的
障がいのある人たちの生活の質の向上に貢献し、エン
パワメントしてきた。しかし、SOが社会に果たしてき
た役割は、知的障がい者のみに留まらない。SO活動に
学生や一般市民をボランティアとして巻き込むことに
より、障がいの無い人たちをもエンパワメントしてき
たことが、SOの強みであり世界的なネットワークを築
く礎となったのである。
一方で、時代はSOにも新たな変化を求めている。SO
にとって、アスリートである知的障がい者は最も重要
なステークホルダーであることに変わりはないが、ボ
ランティアや一般市民を、アスリートを取り巻くステー
クホルダーからアスリートと同等の当事者として捉え
ることである。
知的障がい者を支えるから、多様な人々と知的障が
い者が共に支えあう活動であることを意識すること。
そのキーワードが、「PlayUnifiedtoLiveUnified（共
にスポーツし、共に生きる）」であり、ユニファイドス
ポーツ®に象徴されるインクルーシヴなプログラムの存
在である。また、逆説的にとらえれば、これらのイン
クルーシヴなプログラムは、SO活動自体をエンパワー
すると同時に、SOの意義や価値を問い直させてくれる
存在でもあるのだ。
小森は、アメリカのSO南カリフォルニア地区の活
動を視察する中で、スペシャルオリンピックス活動が
地域におけるソーシャルサポートネットワーク（以降、
SSN）活動へ展開し得ることを示唆している。（小森、
2013）
SOサンタ・クラリータ・ヴァレーは1987年、8人のア
スリートでスタートしたが、街中の支援を受け、現在
は500人のアスリートが参加している。このサンタ・ク
ラリータ・ヴァレーにおいて、「SO活動を通して結束し
た人々が、スポーツというジャンルを超えて、障害者
の自立に取り組む」という新しいソーシャルサポート
ネットワークを設立し、「SO活動をきっかけに、地域の
人々や企業と障害者本人や家族が連帯の輪を広げ、理
念を共有し、共に行動しているケース」として紹介さ
れている。
もちろん、SO先進国であるアメリカのケースではあ
るが、これからのSOに求められる理想の姿でもあろう。
前項で紹介したように、ユースアクティベーション
やユニファイド・アクトのようなSOのインクルーシヴ
なプログラムは、学生のみならず多様な人を巻き込み
やすく、体を動かすことにより自然なコミュニケーショ
ンが図れ、障がい者に対する一般市民の心のハードル
を低くする効果がある。人々を巻き込み、エンパワメ
ントするプログラムを実践していくことで、地域の人々
との連携を強め、知的障がい者スポーツを支えるネッ
トワークからSSNへと成長、発展することが、今後の
SOには求められているのかもしれない。
鳩山元総理が提起した「新しい公共」とは、当事者
意識に基づく社会的課題解決への参画であり、社会の
絆の再生と共に、「一人ひとりが居場所と出番を見いだ
すことのできる支え合って生きていく日本の実現」と
している。
スペシャルオリンピックスは、スポーツプログラム
を通じて、アスリートのスポーツ活動の受け皿となっ
てきた。活動や競技会に参加することでアスリートた
ちは「自分の居場所と出番」を見出してきたが、今後は、
その概念をさらに発展させる必要がある。
SOサンタ・クラリータ・ヴァレーでの事例が示唆す
るように、今後、国内SOにおいても、学校やNPO、福
祉施設等との相互連携を図ることで、SOをハブとした
民間ネットワークを広げる可能性を秘めているし、そ
れを具現化する必要がある。
そのためにも、まず、各地区組織自体が組織的基盤
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を整えることが重要であり、既存の活動の充実に加え
外部連携が可能となるような安定した組織になること
が求められている。まず、組織内のマネジメントやガ
バナンス等の課題を洗い出し、外部の専門家の支援や
SONのサポートを受けながら、課題を克服し持続可能
な組織として成長することで、今後のSO成長戦略につ
ながる新たなネットワークへの道筋がみえてくるはず
である。
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